
１ 未然防止の取組

○ 事業者、地域住民等への周知・・・・・・・・・・・・・・・・・・パンフレット（多言語化）、ＨＰ、広報誌、講習会等の活用
○ 各相談窓口における関係法令等の確認指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・各窓口で共通のリスト等により確認

２ 関係部局間・市町村との連携

○ 平常時の連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・連絡先一覧表の活用、連絡会議等による情報共有
○ 申請情報等の共有・・・・・・・・・・・・・・庁内各部及び振興局・市町村間で申請情報・パトロール状況等の共有化
○ 違反事案対応時の連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・違反情報の共有、関係部局・市町村との合同調査の実施

３ 違反事案の早期把握

○ 通報しやすい環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・工事標識等の設置徹底、違反事案の通報窓口の周知
○ 立入検査の迅速化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・違反疑いの段階での立入、ドローンを活用した調査の実施

４ 違反に関する措置

○ 違反対応事務の流れの明確化

違反情報の
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都市計画法の開発許可違反事務取扱要領改正のポイント

違
反
行
為
等
の
発
覚

立
入
検
査

報
告
の
徴
取

悪
質
性
の
判
断

【行政指導】

勧
告

聴
聞

(

氏
名
公
表)

監
督
処
分

告
発

行
政
代
執
行

是正計画書の提出

※行政指導は
３回が限度

高

低

従う

従わ
ない

従う

従わ

ない

指
導

是正

勧告を経ずに監督処分を実施

処
分
基
準

新規 新規

※建築基準法の違反事務取扱要領も、都市計画法と同様に要領の改正を行う。


